
1．	はじめに

選挙を中心として政府のアカウンタビリティ
を保ち、代議制民主主義が安定的に推移する
ためには、有権者が政府の能力を評価し、それ
をもとにした意思決定を行うことが求められる

（Besley	2007;	Fearon	1999）1。そして、有権者
が政府を評価するための有力な情報の手がかり
のひとつとして、政府の業績に対する評価が寄

与すると考えられてきた（Healy	and	Malhotra	
2013;	Fiorina	1981）。その業績評価の中心をなす
のが、政府の経済政策の運営に対する経済評価
であり、経済評価にもとづく投票の形態として、
経済投票（economic	voting）が重視されること
になった（Lewis-Beck	and	Paldam	2000;	Lewis-
Beck	 and	 Stegmaier	 2000,	 2013;	 Anderson	
2007）。 経 済 投 票 の 枠 組 み の も と で、 有 権 者

1	 本稿でいうアカウンタビリティは、特に「選挙アカウンタビリティ（electoral	accountability）」を指す（粕谷・高橋2015；Manin et al.	1999）。
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の経済政策に対する評価は、社会的な経済状
況 へ の 認 識 や（Singer	and	Carlin	2013;	Gomez	
and	Wilson	2001;	Lewis-Beck	1986;	Kinder	and	
Kiewiet	1979,	1981;	Kinder et al.	1989）、 個 人
のくらし向きの体感を通して（Feldman	1982;	
Nannensted	and	Paldam	1994;	Grafstein	2008）、
政府に対する支持や投票時の選択に影響を与え
ることが想定されている。

このように経済投票は、アカウンタビリティとの
接点も基調として、有権者の意思決定の様式をと
らえるための有力な体系と位置づけられ、長く研
究の対象となり続けてきた。本稿は、日本の有権
者に注目し、日本の場合、政党支持の規定要因と
しての不安定性を背景として、経済評価が投票選
択にもたらす効果が重要と考えられることを示す。

経済投票に関する欧米の研究においては、政党
に対する支持を背景に、経済評価が政府への支持
や投票選択に与える影響が過大評価されてきたこ
とを主張する経済投票修正主義（the	revisionism	
of	economic	voting）と呼ばれる知見が提示されて
きた。有権者の意思決定の複雑性に注目した場合
に、日頃の党派的な支持が先行して経済評価に影
響することにより、経済評価が政府に対する支持
に与える影響が大きく見積もられてきたとする見
方である。経済評価、政党支持、政府への支持の
間の内生性を考慮した分析を行った場合に、経済
評価が持つ因果効果は総じて小さいか、ほとんど
認められないとする知見が示されることになった。

本稿においては、こうした経済投票の限界を強
調する欧米の研究に対して、日本の有権者に関す
る知見が異なる視点を提供しうることを強調す
る。後に紹介する谷口の研究に代表されるように

（Taniguchi	2016）、日本の有権者の経済評価は、
欧米の場合と異なり、より強く投票時の意思決定
を規定していることが想定される。近年の日本で
は、有権者の認知バイアス、とりわけ党派性によ
る内生性バイアスを考慮した場合にも、経済状況

への評価が政権与党への支持や投票につながるこ
とが見えてくる。本稿では、1980年代以降の有権
者に対する意識調査をもとに、経済評価が投票選
択に与えてきた効果を継時的なかたちで示すこと
によって、各国の文脈も反映した知見の整理が求
められることも付言する。

以降、次節において、業績評価・経済評価が投
票時の意思決定の分析においてどのような位置づ
けにあるのかを、まずは概観する。その整理を受
け、有権者の認知バイアスによる経済評価の脆弱
性に言及する中で、党派性バイアスに伴う経済評
価の過大評価の問題を扱う研究群の知見をまとめ
る。しかし、それらの欧米を中心とした知見に対
して、日本の有権者による経済評価は異なった影
響を意思決定にもたらす可能性があることに触れ
る。そして第3節では、投票選択に対する経済評
価の効果、政党支持の条件付けのもとでの経済評
価の効果をそれぞれ継時的に示すことによって、
経済評価の効果が2000年代以降総じて安定的であ
り、党派性の影響は限定的であるとの知見を補足
する。そして結論において本稿の知見をまとめた
後に、今後の研究課題を提示する。

2．	有権者の認知バイアスと経済評価―党派性バ

イアスの問題

2-1.	経済投票という有権者にとっての手がかり

有権者による政策への評価は、政治的な支持
や投票時の選択に影響を与える主要な要素のひと
つと考えられてきた。有権者にとって、政党が選
挙時に提示する政策公約を判断のリソースとして
活用することが望ましいと考えられる一方で、政
策評価の認知的負荷は小さいものではなく、政
治に対する知識や政治的洗練性の影響を受ける

（Luskin	1987;	Sniderman et al.	1993;	Kuklinski	
and	Quirk	2000）。有権者は、投票時の選択に臨
んで、将来的な不確実性が高い政策的要素にのみ
依拠するわけではない。政策投票モデルを拡張し
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た先行研究においては、有権者が認知的負荷を軽
減するために、誰にとってもそれが満たされてい
ることが望ましいと考えられる「合意のある有利な
点（valence	advantages）」の手がかり（cue）をもと
に、政党や候補者の選択を行っていることが想定
された（Stokes	1992	:	143;	Adams	2012:	404-	407；
参考：Lenz	2012）2。合意のある有利な点には、現
職であること、現職としての業績といった要素が
含まれる。政策評価が将来的な性質を持ち、未知
のものであって不確実性を多くはらむのに対して、
業績評価は過去に生じた、既知の観察可能性とい
う性質を持ち、政策評価に比べるとその不確実性
は相対的に小さいと見られたからである。

そして、有権者の業績評価をめぐる研究におい
て中心を占めたのが、経済状態に対する業績への
評価に依拠した経済投票の側面である3。経済投
票のもとで、有権者は政府の業績として、政権期
のマクロ経済分野における政策運営の成否に注目
し、それを政府への支持・不支持や、政権与党へ
の投票・野党への投票といった判断に利用する。
経済政策に関する政府の業績は、政党帰属意識や
政党支持とも密接に関連し、有権者にとって難し
い意思決定を補完するヒューリスティクスとし
ても働くことが想定された（Healy	and	Malhotra	
2013;	Woon	2012）。しかし政府の経済政策の業績
は、過去のものであるという観察可能性のもとで
意思決定の手がかりとしての利点を持つ一方、政
権全期間の経済政策の成果を有権者が均質に理解

できるとは限らない。有権者にとって利用可能な
情報は、選挙の直前期や、最も経済状況が良かっ
た時期のものに偏り、それが政治的な支持の形成
や投票時の選択に利用されやすいことが理論上も
予想される（Healy	and	Lenz	2014）。こうした認
知バイアスの存在が指摘される中で、最も重視さ
れた側面が、有権者が党派性のレンズを通して難
しい問題を判断しようとすることを指摘するもの
であった。

2-2.	党派性バイアスの問題

政策評価に比べると認知的負荷が抑制的と考え
られる業績評価であっても、有権者はなんらか
の認知バイアスに直面し、それに伴う意思決定
の誤謬が生じる可能性がある4。そうした認知バ
イアスのなかで、最も注意を要すると考えられ
たのが「党派性バイアス（partisan	bias）」の問題で
あ る（Simonowitz	2015;	Lenz	2012;	Bartels	2002;	
Gerber	and	Green	1999）。有権者は複雑な認知過
程を要する経済評価に臨んで、党派性のヒューリ
スティックスに依拠して判断を下す場合がある。
それにより、支持する政党が進めてきた経済政策
の実績はより良いものとして評価され、支持しな
い政党のそれは低く見積もられる。このように経
済評価が党派性の影響を事前に受けたものである
とするならば、経済評価は政治的な支持・投票時
の選択の原因として外生的なものとはみなされな
い。そして経済評価と党派性が、理論上も、方法

2	 「合意された有利な点」という表記は、争点投票における合意（valence）争点、対立（salience）争点の表現に類似したものである。また業績
評価は、党派性をもとにした有権者の合理的な意思決定を補完する手段として、通常は位置づけられる（Fiorina	1981）。本稿のレヴューに
おける整理も、その理解から大きくそれるものではないが、2000年代以降の統合理論（unified	theory）も含めた研究発展のもとでの「非政
策的要因としての業績投票」という位置づけを念頭に置いていることも断っておきたい（Stokes	1992;	Adams et al.	2005;	Adams	2012）。こ
うした研究の発展上で、たとえばLenz	（2012）は、有権者が政策に対して反応することが困難であるのに対して、現職の政治家による実績
には反応しやすく、さらには好ましい政治家の提示する政策を良いと感じる傾向にあることを明らかにしている。

3	 但し、経済投票を業績投票の一分野としてのみ位置づけるのは正確ではない。経済投票は、将来期待投票（prospective	voting）の枠組みに
おける経済投票として設定されることもある（遠藤	2009;	Lewis-Beck	and	Paldam	2000）。

4	 有権者の認知をめぐる不安定性・脆弱性を経験的に知る政府（政権与党／現職議員）は、政権期を通じてマクロ金融・財政の安定に努めな
がらも、有権者の印象に残りやすい選挙前の時期に景気拡大を集中的にもたらし、経済状況の好転を印象づけるインセンティヴを持つ。
このメカニズムを踏まえると、有権者による経済投票の特性と、それに応答しようとする政府の反応との関係は、政治経済学における
主要な分析課題とのひとつとされてきた政治的景気循環の議論と親和性を持つことが示唆される（Healy	and	Malhotra	2013:	288-290;	Alt	
2002）。そして近年の経済投票の研究は、政治景気循環論の中で重視された諸要素とも多くの接点を持ちながら発展しつつある（Achen	
and	Bartels	2004;	Anderson	2007;	Huber et al.	2012）。
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論上も内生性を持つことにより、経済評価の効果
に関する推定量は一致性を持たず、党派的な支持
や政府への支持に対する経済評価の因果効果は過
大に算出されることが問題と考えられた5。そし
て、内生性に対応した研究において、経済評価が
政党や政府への支持に与える因果効果は限定的
であることが示されるようになった。それらの
知見は、「経済投票修正主義（the	revisionism	of	
economic	voting）」といわれ、経済投票に対する
抑制的な見方を強調するものとなった（Tilley	and	
Hobolt	2011:	12-13;	Anderson	2007）。

経済投票修正主義に位置づけられる研究の方向
性のひとつは、パネル調査のデータを利用するこ
とであった。党派性が継時的に経済評価に与える
影響をとらえるために、個別効果を考慮した推定
がなされたのである6。ガーバーとヒューバーは、
2006年のアメリカの中間選挙前後に実施されたパ
ネル・データを分析することで、党派性が経済評
価に与える影響が看過できないものであることを
指摘した（Gerber	and	Huber	2010）。2006年の中
間選挙では、民主党が上下両院で過半数を獲得
し、政権党である共和党を下して議会内多数派と
なった。この議会内多数派の交代によって経済評
価が大きく変わり、2008年の大統領選挙に向けた
投票意図に変化が見られるのならば、政権担当の
政党に対する評価が経済政策に対する評価に影響
を与えた、と考えることができる。この設計をも
とにガーバーらは、2006年の選挙以前と以降で経
済評価と投票意志に変化が見られ、党派性が経済
評価に及ぼす因果効果が大きかったことを結論づ
けている。

またエヴァンスとアンダーセンは、イギリス
の有権者を対象として、1992年から97年にかけ
ての5次にわたるパネル調査のデータを構造方程
式モデルによって分析し、保守党に対する党派
性が経済政策に対する評価の上昇をもたらすこ
と、また選挙当期の経済評価より、さかのぼっ
て1期前の保守党への政党支持の方が保守党への
投票に対して効果を持つことを明らかにしてい
る（Evans	and	Andersen	2006;	参考：Evans	and	
Pickup	2010）。これをもってエヴァンスらは、党
派性の認識が経済評価、そして投票選択に対して
外生性を保つものではない点を強調している。同
様に、イギリスについての同時期のデータを分析
したものとして、ジョンストンらの分析からも類
似した知見が導かれた（Johnston et al.	2005）。ま
たエンスらも、アメリカの有権者に関して、4政
権期間にわたるサーヴェイ調査を個人レヴェルの
データと集計データの双方で推定し、党派的な選
好からの経済評価への効果が継時的なデータの分
析を通じても相殺されていないことを報告してい
る（Enns et al.	2012）。よって、長期的な党派性
によってもたらされた経済評価を背景として、経
済評価の効果が過大に算出されていることが強調
された。

これらのパネル・データを用いた分析に対し
て、一時点分の横断面データを利用し、操作変数
法を適用した取り組みもなされている。ピック
アップとエヴァンスは、アメリカにおける消費者
信頼感指数を操作変数として、個人志向の経済
評価、社会志向の経済評価、党派性、政府への
支持の間の因果性を特定する分析を行っている

5	 より複雑な点として、経済評価に対する党派性バイアスの問題は、単に2変数間の双方向的な因果性にとどまらない。第2節でも整理した
ように、経済政策に対する業績評価は、将来的な政策評価を補完するヒューリスティクスのように機能する側面もある。この点を考慮す
ると、経済政策に対する評価は内生的に党派性のヒューリスティクスの影響を受けるだけではなく、経済評価が政策評価のヒューリス
ティクスとしても機能するという一面も持つ。このように、経済評価がヒューリスティクスの影響を受け、またヒューリスティクスとし
て他の要素を補完するという多重の構造を分析の射程とした研究はまだなされていないが、今後の検証課題のひとつと言えるであろう。

6	 パネル・データではない横断面データを用いた代表的な研究に、Wlezien et al.	（1997）、van	der	Brug et al.	（2007）がある。いずれも党派
性ないしは投票選択が、経済評価に因果効果を有しており、結果として経済評価が党派的支持や投票選択に与える効果が過大に算出され
ていることを指摘している。
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（Pickup	and	Evans	2013）7。消費者信頼感指数は、
回答者に対して、「いまが生活にとっての大きな
もの（たとえば車、家電、家具など）の買い時か」
を尋ねるものであり、有権者の経済評価に影響す
る変数として知られている。他方で、「買い時か
どうか」の評価が、党派性の手がかりを通じても
たらされるとは考えにくい。従って党派性に対し
て外生的で、経済評価に対して内生的な「買い時」
に対する評価を操作変数とした上で、経済評価の
一致推定量を得ることが試みられた。その結果、
長期間での経済評価の変化は内閣に対する支持に
因果効果を持つが、短期間での経済評価の変化の
効果は認められないことが明らかにされている。

2-3.	日本における政党支持と経済評価に関する

内生性

このようにアメリカやイギリスを対象とした研
究においては、政党帰属意識・政党支持と経済評
価が密接に結びつくことが指摘された。そして政
党支持の持つ内生的な効果を除去して分析した場
合に、経済評価が政府への支持や与党投票に与え
る因果効果は確からしいものではない点が強調さ
れることになった。有権者が経済政策を判断する
ことは困難であるかもしれないが、それを経済政
策に関する業績のレンズを通して評価するのであ
れば、そこにアカウンタビリティの介在する余地
が見出される。しかし、経済政策に関する業績す
らも有権者の態度形成・意思決定の補完としては
機能せず、ただ心理的な愛着としての政党帰属意
識・政党支持を通じた意思決定のショートカット

がなされているならば、有権者と政府の間の政治
代表の成否に対して悲観的な見方がなされざるを
えなかった。

しかしこうした英米における分析は、必ずしも
他国の場合に適用可能であるとは限らない点は注
目を要する。英米以外の政党支持が必ずしも安
定的とはみなされない国の有権者にとって（善教	
2016）、政党支持の持つ効果が限定的であるのに
対して、経済評価の因果効果は積極的に見出され
る可能性があった。そして日本の経済投票をめぐ
る先行研究においては、経済評価の効果が政党支
持の効果を統制、ないしは両者の内生性に対処し
た場合にも認められることが示されてきた。

谷口は、「日本人の選挙行動（Japan	Election	
Study	V:	JES	V）」データの収集時に組み込んだ
サーヴェイ実験により、株式市場の動向に対する
有権者の認識と安倍晋三政権に対する支持の関係
を分析した。そして長期間の経済状況に対する評
価と、中期間での経済状況の改善に対する経済評
価が、内閣支持を規定していることを明らかにし
た（Taniguchi	2016）8。これに対して短期的な評
価は、支持率の変化に対して統計的に有意な因果
効果をもたらしていないことが強調されている。
欧米での分析において、有権者の近視眼性が示さ
れていることに対して、谷口による知見は、有権
者の業績評価の能力をより肯定的にとらえるもの
であった。そして谷口の分析においては、政党支
持の先行的な効果によって経済評価が過大評価さ
れることへの考慮から、逆確率重みつけ推定法

（inversed	probabilistic	weight:	 IPW）による傾向

7	 なお、ピックアップらの研究は、内生性を単に経済評価と（イギリスの）内閣への支持との間のものとするにとどまらなかった。他に3種類
の内生性バイアスの可能性を指摘し、それぞれに対応した推定を提案している。第一の内生性は内閣への支持の自己回帰過程が今期の内
閣支持に内生的に影響すること、第二は有権者個人の属性といった固定効果が経済評価と内閣への支持双方に影響すること、第三は党派
性が経済評価と内閣への支持の双方に影響することである。そこで第二と第三の内生性に対処するために操作変数法を導入している。ま
た第一の内生性バイアスは、個人内での分散（the	within-vairance）の問題であることから、固定効果モデルをOLS推定する方法では対処で
きない。よって、古典的付随パラメタ―問題に対応できるランカスター尤度推定量（the	Lancaster	 likelihood-based	estimator）をもとに推
定がなされている。

8	 谷口の分析において、長期の経済評価に関する質問は、1年前の景気状況との比較を問うものである。短期については、日経平均の値につ
いて、直近の値が良好・不良であったという2つの異なる偽の情報と無情報（別ニュース）のグループを分け、知らされた情報によって政権
への支持が変わるかを確かめている。中期については、選挙前後のデータにおける経済見通しの変化をもとにしている。
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スコアが導入された。これにより、政党支持の違
いを反映した経済評価値によって、安倍内閣への
支持に対する効果を測定するという方法がとられ
た。その結果、近視眼性が否定され、中長期的な
視点からの経済評価が安倍政権への支持に因果効
果を持つことが報告されているのである。

谷口の先駆的な取り組みにとどまらず、近年の日
本における経済評価をめぐる研究の多くで、政党
支持の効果を統制した場合にも、経済評価が政権
への支持や投票選択に影響を与えていることが明
らかになっている。有権者の個人レヴェルのデー
タを扱った分析として、平野や前田による分析で
は政党支持の効果を制御した場合にも経済評価の
効果があることが示されている（平野	2015；Maeda	
2015）。大村も、社会志向の経済評価が政党支持を
上回る因果効果をもたらしていることを、操作変
数法を利用することで示した（大村	2017a）。また同
じく大村によって、有権者が想起する経済分野に
よっても、経済評価と党派性の内生性の程度は異
なり、政府が主導する分野においてより両者の内生
性が高まる傾向が指摘された（大村	2017b）。またマ
クロ分析として、三宅らや前田による研究は客観的
な経済評価が政党支持の効果を制御した上でも内
閣支持に影響を与えていることを明らかにし（三宅
他	2001;	Maeda	2010）、盛マッケルウェインも株式
市場の動向が内閣支持を規定していることを報告
している（盛マッケルウェイン	2015）。これらの先
行研究が示唆するように、日本の有権者の経済評
価は党派性の効果を制御した上でも政治的な支持
に対して影響を与えているようである。この点を踏
まえて、経済評価の効果を長い時間軸の観点から、
実証分析に付すことにしよう。

3．	実証分析―経済評価の投票選択に対する因果

効果の変遷

本節では、簡便な実証分析を行い、経済評価が
投票選択にもたらす因果効果を継時的に確かめる作
業を進める。分析の方法は、社会志向の経済評価が
国政選挙時の政権与党への投票に与える効果を算
出し、その効果の推移を示す、というものである。

図1はJESII 〜 IVと「東京大学・朝日新聞共同調
査」のデータをもとに、社会志向の経済評価が、政
権与党の候補者への投票に与える効果を検証した
ロジスティック回帰分析の係数値と95％の信頼区
間を示したものである9。1983年、90年代、そして
2001年の調査において、社会志向の経済評価の統
計的有意性は確認されない。またその係数値も小
さい。しかし、2003年の衆議院議員総選挙以降、
2012年の民主党から自民党への政権交代の例外を
除いて、社会志向の経済評価が高い有権者ほど、
政権与党の候補者に投票する傾向が見てとれる。

この結果からは、特に2000年代以降の日本の国
政選挙において、経済評価は有権者の意思決定に
おいて主たる要素となっていることが示唆される。
また安倍晋三政権発足後、すなわち2013年以降の
国政選挙においては、経済評価の係数値は総じて
大きくなり、確からしさも増している。谷口の分
析は、日本の有権者の経済評価における近視眼性
を否定し、中長期的な経済評価を肯定する知見を
強調するものであったが、その知見は改めて、近
年の日本の選挙における経済評価の趨勢に位置づ
けて理解しうるかもしれない（Taniguchi	2016）。

しかし、こうした日本の選挙をめぐる知見に対し
ても容易に疑義が生じるように、交絡要因としての
党派性・政党支持の効果を統制した検証も必要と

9	 社会志向の経済評価に関する質問文は、全て「今の日本の景気はどんな状態だと思いますか」というものである。この質問への回答に関し
て、「かなり良い」には5、「良い」には4、「どちらともいえない」には3、「悪い」には2、「かなり悪い」には1を割り当てた変数を用いている。
また従属変数である政権与党及び政権与党を構成する連立与党への投票には「1」を、それ以外の野党への投票には「0」を割り振るダミー変
数である。推定に際しては本来、制御変数を含む必要があるが、ここでは簡便な分析結果を示し継時的な推移をみるという目的から、単
回帰モデルを採用している。また、次の分析においては（図2）、まさに本稿の関心である政党支持のもとでの経済評価の効果について、こ
こでの分析を仕分けするかたちで推定を進める。
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なる。図2は、社会経済評価の効果に関する係数値
を、与党支持の有権者の場合とそうでない場合に分
けてプロットしたものであり、図1を政党支持ごとに
分類したものと見ることもできる。もし、与党支持
者とそうでない有権者の社会志向の経済評価のパ
ターンが大きく異なり、与党支持者の場合に統計的
に有意性が確認され、与党支持者でない場合にそ
れが認められないのであれば、政党支持が経済評
価に影響を与えている可能性は大きいと考える必要
がある。しかし図2からは、2012年の例外を除いて、
与党支持者と非与党支持者の間で近似した動態が
認められる。非支持者の場合と比べて、与党支持
者であることによって、経済評価の効果が確からし
く、また大きいとする結果は示されていない。

また非与党支持者の場合であっても2000年代以
降の衆議院総選挙、及び安倍政権以降の各国政選
挙において、経済評価が統計的に有意である点も

注目を要する。普段与党を支持しない有権者が、
あえて政権与党に投票するという選択において、
経済評価が寄与する程度が大きかったことが示唆
されているからである。

このように見ると、図2からは、日本において経
済評価が投票時の意思決定に与える影響は少なく
とも政党支持、とりわけ与党に対する党派性を基
調としたものではないことが示される10。そして付
言するならば、経済評価の影響の変化を、時期ご
との違いと選挙の種類の違いから検討する必要性
も浮かび上がるだろう。図1でも見たように、2000
年代以降の選挙において、経済評価の係数値の確
からしさは高まり、また大きさも増している。そ
して参議院選挙（2001、04、07、10、13、16年）よ
りも、衆議院選挙（03、05、09、12、14年）におい
て経済評価の効果は大きく、また確からしい。す
なわち、2000年代以降の近年の国政選挙において、

10	 この背景には、政党支持の規定要因としての不安定性があると見ることもできる（善教	2016）。

図1. 社会志向の経済評価の与党投票に対する影響の推移（出典：筆者作成）
注：各プロットは係数値、係数値に付随する縦線は95％信頼区間を表す。95％信頼区間が「0」の破線をまたいでいる場合に、当該年度の係数は

5％水準で統計的に有意ではないと判断される。推定はP(.)のロジット・モデルに基づき、 として行っ
た。各係数値は単回帰モデルによるものである。1983年から96年までがJES2データ、2001年から05年までがJES3データ、2007年から09年ま
でがJES4データ、2012年から16年までが東京大学・朝日新聞共同調査のデータである。

P(𝛽𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒) = exp (𝛽𝛽𝛽𝛽0+𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)
1+exp (𝛽𝛽𝛽𝛽0+𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)
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の投票に対して経済状況への評価がもたらす影響
が確からしく、また与党を支持しない有権者が与
党に対して投票する際には、経済評価が寄与して
いる程度が大きいことも示唆された。こうした分
析結果より、経済投票の研究においては、「経済
投票は認められるのか、認められないのか」とい
う問いに対する普遍的で、一般化可能性の高い知
見よりも、むしろ「ある国において、政党支持の
強度のもとで、経済投票は認められるのか、認め
られないのか」という個別の政治的文脈に配慮す
る必要性を指摘できる。このことは、日本や大陸
ヨーロッパをはじめとして、他の先進民主主義国
において、党派性バイアスに起因する有権者の認
知バイアスの程度はともすればより穏当で、経済
評価が投票選択に与える因果効果を積極的に評価
する方が妥当である可能性も示している。

今後の研究課題としては、党派性の効果のもと
で、経済評価が与える因果効果についてより正確
な分析が求められるであろう。既述の谷口の分析

有権者の意思決定に経済評価が与える影響は大き
くなっていることが想定される。従来の先行研究
において、投票選択の主因は政党支持であるとす
る見方が欧米の研究においては定着し、また日本
の有権者に関してもその傾向が確かめられてきた。
詳細な検証からは、なおもって投票選択を予測す
るに際しての主たる要因は政党支持であると考え
られるとはいえ、日本の場合、それが持つ因果効
果は徐々に低減し、経済評価の効果がもたらす余
地が大きくなっているとも考えられるのである。

4．	結論

本稿は有権者の経済投票の側面に注目し、経済
評価が投票選択に与える因果効果が過大評価され
ていることを主張する経済投票修正主義の知見に
対して、日本においては、経済評価の持つ効果が
一定程度認められ、その傾向は特に2000年代以降
の長期間にわたっても確かめられることを示し
た。第3節の試論的な継時的分析からは、与党へ

図2. 与党支持と非与党支持で分類した社会志向の経済評価の与党投票に対する影響の推移（出典：筆者作成）
注：各プロットは係数値、係数値に付随する縦線は95％信頼区間を表す。95％信頼区間が「0」の破線をまたいでいる場合に、当該年度の係数は

5％水準で統計的に有意ではないと判断される。推定はP(.)のロジット・モデルに基づき、 として行っ
た。各係数値は単回帰モデルによるものである。1983年から96年までがJES2データ、2001年から05年までがJES3データ、2007年から09年ま
でがJES4データ、2012年から16年までが東京大学・朝日新聞共同調査のデータである。

P(𝛽𝛽𝛽𝛽0 + 𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒) = exp (𝛽𝛽𝛽𝛽0+𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)
1+exp (𝛽𝛽𝛽𝛽0+𝛽𝛽𝛽𝛽1𝑥𝑥𝑥𝑥𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒𝑒)

54

Journal  of  Policy  Studies   No.57  (September  2018)



においては、政党支持を含んだ傾向スコアをもと
にマッチングの工夫が図られ、その効果を考慮
した上でも経済評価の効果が中長期的に内閣支
持に影響を与えていることが明らかになってい
る（Taniguchi	2016）。また大村の分析も、アルト
らによる実験的な手法を応用し（Alt	2013,	2014）、
操作変数を含んだ分析から経済評価が内閣支持、
投票選択に因果効果を持つことを示している（大
村	2017）。これらの分析を発展させるかたちで、
新たな期間のデータも追加していくことにより、
日本の有権者における経済評価についての研究を
今後も積み重ねることが必要となるであろう。
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